
 

横浜型企業誘致・産業立地促進計画 

 

都道府県名 神奈川県 

作成主体名 横浜市 

区域の範囲 横浜市の全域 

 

 

地域再生計画の概要 

横浜市においては、事業所数の減少が続く中、グローバル化や情報化などの経済

社会環境の変化や、急成長するアジア諸都市との都市間競争等に対応し、優良企業

や、今後の成長が見込める新産業分野の企業集積を進める必要がある。そこで、本

支援措置を活用し、有力企業の誘致を推進すると共に、研究機関及び情報処理事業

等機関への外国人招致を推進し、本市独自の経済活性化策（バイオ、ＩＴ、環境・

エネルギー、先端技術関連等の新産業の創出等）と併せて推進することにより横浜

経済の活性化を図り、豊かさが実感できる都市を実現する。 

適用される支援措置 

・公有地の拡大の推進に関する法律による先買いに係る土地を供することができる

用途の範囲の拡大 

・外国人研究者等に対する永住許可弾力化事業 

・外国人研究者等に対する入国申請手続に係る優先処理事業 

 

 

認定事業者の業務風景 

 

 

ＩＴ企業が集積する新横浜駅周辺地域 


